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2025年度の法改正とは

まずは、シンプルに2025年4月に何が起きるか？
【脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律（2022年6月17日公布）】という

法改正で、皆さんのメインである新築木造戸建住宅に係る大きな内容として、省エネ義務化と4号特例の縮小の２つになります。

2025年4月以降に工事着工する物件から建築確認申請の手続きに省エネ関連と構造関係規定の書類が必要となります。
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省エネ基準適合義務の対象

適用除外：
①10㎡以下の新築・増改築
②居室を有しない又は空気調和
設備を設ける必要がないもの

③歴史的建造物、文化財
④応急仮設建築物、仮設建築物



© House G-men Co., Ltd All Rights Reserved. 

住宅における外皮性能
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一次エネルギー消費性能

・ZEH基準
・誘導基準
・一次エネルギー消費量等級６

0.8以下
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省エネ性能の評価方法の整理

省エネ審査

性能基準（計算）

仕様基準（断熱等仕様） 建築確認のみ

省エネ適判 住宅性能評価で省略

「仕様基準」と「性能基準（計算）」のどちらを採用するかで審査の手法が異なります。
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基準への適合方法

③性能評価等で
省エネ適判を省略

①省エネ基準は

「仕様基準」を採用

◆省エネ基準を仕様基準で対応すると
確認申請のみで確認します

着工

建築確認
確認
申請

確認
済証

省エネは
仕様のみ

着工

建築確認
確認
申請

確認
済証

提出

住宅性能評価
設計
申請

設計評価書

◆設計評価等を活用して建築確認での
省エネ審査を省略することが可能
ただし、設計評価を先行して行う必要
がある

②省エネ基準は

「性能基準（計算）」を採用

着工

省エネ適判 申請
省エネ適判
通知書

建築確認
確認
申請

確認
済証

提出
◆省エネ基準を計算で行うと省エネ適
判を受けてから建築確認申請となりま
す

省エネ適判の省略対象は、住宅性能評価と長期優良住宅のみですが、低炭素建築物と性能向上計画の認定を受けた
場合は省エネ適判を受けたものとみなします。
残念ながらBELS評価だけは省エネ適判が必要になります。

Check
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設計住宅性能評価もしくは長期優良住宅を取得する場合

②設計評価等に

省エネ適判を活用する

省エネ適判や性能評価等を同一の建築確認機関で行う方が合理的ではあるが建築確認機関の業務量が増加することで審査日数の増
加等混乱が懸念される

建築確認申請と性能評価等をあえて別機関で行うことで同時進行が可能でスピーディーに対応できる
※省エネ基準は断熱４、一次エネ４等級のため仕様基準で一度検討してみることも推奨します

着工
他
機
関

省エネ適判 申請
省エネ適判
通知書

建築確認
確認
申請

確認
済証

提出

住宅性能評価
設計
申請

設計評価書

①設計評価等を活用して
省エネ適判を省略する

住宅性能評価

建築確認
他
機
関

設計
申請

確認
申請

確認
済証

設計評価書

◆設計評価等に省エネ適判を加える
と省エネを先行評価して建築確認へ省
エネ適判を提出できるので設計評価
を待たずに建築確認を同時に進める
ことが可能となる

ハ
ウ
ス
ジ
ー
メ
ン

ハ
ウ
ス
ジ
ー
メ
ン

◆設計評価等を活用して建築確認での
省エネ審査を省略することが可能
ただし、設計評価を先行して行う必要
がある

◆仕様基準で確認申請を行うと省エネ
適判は不要となり、性能評価等とも分
離することが可能で時短できる
◆建築確認の変更申請や軽微な変更
申請の手間を減らすことができる

基本的に性能評価等は省エネ等級を断熱５、一次エネ６で取得するため
性能基準（計算）を行うが、建築確認は仕様規定で提出し完全に分離し
てしまうと建築確認への性能評価書等提出は不要で同時進行も可能です

提出

着工

Check

POINT
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BELS評価のみ取得する場合

①省エネ基準は

「性能基準（計算）」を採用

着工
他
機
関

省エネ適判 申請
省エネ適判
通知書

建築確認
確認
申請

確認
済証

提出

②省エネ基準は

「仕様基準」を採用

着工
他
機
関

◆当社で省エネ適判通知書を発行す
ることで確認申請をスムーズに進めら
れる
◆構造審査は確認申請のみなので
BELS評価を分離することで同時進行
となり時短できる

ハ
ウ
ス
ジ
ー
メ
ン

ハ
ウ
ス
ジ
ー
メ
ン

◆省エネ適判は不要となるので確認申
請側で仕様基準を確認する
◆建築確認の変更申請や軽微な変更
申請の手間を減らすことができる
◆建築確認と分離することで同時進行
となり時短できる

建築確認
確認
申請

確認
済証

省エネは
仕様のみ

BELS評価 申請 評価書

BELS評価 申請 評価書

省エネ適判や性能評価等を同一の建築確認機関で行う方が合理的ではあるが建築確認機関の業務量が増加することで審査日数の増
加等混乱が懸念される

建築確認申請とBELS評価をあえて別機関で行うことで仕様基準と性能基準を上手く使い分けすることも可能であり、
同時進行でスピーディーに対応が可能となる
※省エネ基準は断熱４、一次エネ４等級のため仕様基準で一度検討してみることを推奨します

基本的にBELS評価は省エネ等級を断熱５、一次エネ６で取得
するため性能基準（計算）を行うが、建築確認は仕様基準で
提出し完全に分離してしまうという考え方もある

完全分離

POINT

BELS評価書では
省エネ適判の省略
とならない

Check
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適合確認の手続き
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仕様基準でクリアできるか確認しておく

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/04.html

国土交通省 資料ライブラリー
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住宅性能評価等を活用した省エネ基準適合の審査手続きの合理化

【１・２地域】
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住宅性能評価等を活用した省エネ基準適合の審査手続きの合理化

【５～７地域】
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省エネ対応パターンまとめ

１． 仕様基準で建築確認申請のみにする

計算不要で確認申請がスムーズ、変更申請等の手間も軽減

２． 性能基準で省エネ適判を受けて建築確認申請に出す

通常パターン、建築確認と適判は同一機関の方が合理的

３． 性能評価や長期優良で省エネ適判を省略して建築確認申請に出す

性能評価等を先に取得する必要あり、建築確認と機関を分けても良い

４． BELS評価等で省エネ適判を受けて建築確認申請に出す

同一機関が合理的だが時間が掛かるので、建築確認と機関を分けても良い

５． 性能評価やBELS評価等は性能基準、建築確認申請は仕様基準にする

あえて分けることで同時進行が可能となりスピーディー

補助金や自社のテーマとして長期優良住宅やBELS評価を利用している場合は、通常性能基準で計算している
ため、省エネ適判は難しくありません。ただ、建築確認と連動するので仕様変更等があった場合に完了検査前
に変更申請等が必要となる可能性があります。
仕様基準に対応できる場合は、建築確認は仕様基準のみで申請しておいた方が他に影響を受けません。
是非一度仕様基準で対応可能かご確認ください。

POINT
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4号特例の縮小とは

図のように現在4号建築物だった木造2階建ては新2号建築物となり、審査省略制度から外れ、2025年4月以降に工事着工する物件から建築確認

申請の手続きに省エネ関連と構造関係規定の書類提出が必要となります。

建築確認・検査の審査
省略制度の対象範囲が
変わります

確認申請の際に構造・
省エネ関連の図書の提
出が必要になります
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建築確認審査の対象となる建築物の規模

・都市計画区域
・準都市計画区域
・準景観地区等内

木造 木造
以外

【改正前】

【改正後】

階数2以下で延べ面積
500㎡以下の木造建築物
は、建築士が設計・工事
管理を行った場合には審
査省略の対象

平屋かつ延べ面積200㎡
以下の建築物以外の建築
物は、構造によらず、構
造規定等の審査が必要に
（省エネ基準の審査対象
も同一の規模）
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確認審査対象の見直しに伴う提出図書

※各階床伏図等の提出を求めな

い代わりに必要事項を仕様書

に記載する形をとる

【改正前】 【改正後】

（構造関係規定等は審査省略）

※現行と提出図書は同様

許容応力度計算

（構造関係規定等は審査省略）

※現行と提出図書は同様

階数2以下かつ300～500㎡の
木造建築物

(構造計算を行うもの)

(構造計算を行わないもの)

平屋かつ200㎡以下の建築物

2・3号建築物

4号建築物

2号建築物

2号建築物

3号建築物

・階数3、500㎡、高さ13ｍ又は

軒高9ｍを超える木造建築物

・階数2又は200㎡を超える非木

造建築物

構造計算を行わないものを仕様基準（壁量計算）といい、
◆壁量計算
◆壁配置のバランス（四分割）
◆柱頭柱脚の接合（N値計算）

という３つの簡易な計算書の提出が必要です。

今回、この 壁量計算等 の見直しが
行われました。

次ページから解説

階数2かつ300㎡以下、平屋
かつ200～300㎡の木造建築物

壁量計算
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木造建築物の仕様の実況に応じた壁量基準等の見直し

日本住宅木材技術センター
https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/
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仕様の実況に応じた必要壁量の算定方法への見直し

Q&Aより抜粋
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仕様の実況に応じた柱の小径の算定方法の見直し

必要壁量の算定方法と一緒に
早見表もしくは表計算ツールで算定 https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/

日本住宅木材技術センター

https://www.howtec.or.jp/publics/index/411/
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床面積当たりの
必要壁量の試算例（早見表）
HP掲載イメージ

必要壁量と柱の小径 試算例（早見表）
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必要壁量と柱の小径 表計算ツール

必要壁量は今までより増えますが
柱の小径はそれ程影響ない

※耐震等級２以上の場合は、積雪荷重を
考慮した表計算ツールを利用します。

現行の「軽い屋根」「重い屋根」
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住宅性能表示制度・長期優良住宅認定制度に関する壁量基準の見直し
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その他の小規模木造建築物に係る基準の見直し
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階高の高い3階建て木造建築物等の構造計算の合理化等
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4号特例縮小と壁量基準変更のまとめ

１． 木造２階建てと200㎡以上の平屋は、新２号建築物となる

確認申請で構造関係規定の審査が増える

２． 木造２階建て３００㎡以下は、新壁量基準で対応できる

許容応力度計算のパターンか壁量計算か選択する

３． 新壁量基準は重さに応じて必要壁量や柱の小径が変化する

試算例の早見表か表計算ツールが活用できる（積雪荷重は考慮しない）

４． 長期優良住宅や性能評価の耐震等級２以上に対応した壁量基準もある

必ずしも許容応力度計算をしなくても対応可能である

５． ２級建築士の対応範囲が拡大、構造計算が必要となる面積は縮小

補助金や自社のテーマとして長期優良住宅や性能評価を利用して耐震等級２以上としている場合は、新壁量
基準でも対応可能ですが、許容応力度計算をしてしまった方が早いかもしれません。
通常の確認申請のみであれば壁量基準で表計算ツールを活用して対応可能です。
是非一度自社の仕様を表計算ツールに入力して柱の小径などご確認ください。

POINT
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ご清聴ありがとうございました

2025年度の法改正は大きくは２つ【全ての住宅で省エネ基準の義務化】されることと、
【4号特例の見直しによる建築確認申請の変更】です。

情報過多になってるのでポイントが掴みにくい＝混乱が予想されます。
ポイントを掴んでおけば特に難しく考える必要はありません。
自社の状況に合った対応を事前に検討・準備しておきましょう。

最後に、住宅かし保険も是非ハウスジーメンをご利用ください。

https://www.hgm-press.com/web240905_rimo/

ハウスジーメンのリモート検査

リモート検査は、WEB会議システムを使用して、当社
サイドの⼈間が現地に行くことなく、申込事業者の担
当者が、現地でスマートフォンからWEB会議にアクセ
スし、撮影する施⼯状況等のビデオ映像を当社検査員
が確認して行います。

▼詳細はこちら

https://www.hgm-press.com/web240905_rimo/
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リモート検査
ハウスジーメンの

業界初 コスト削減

お問合せはこちら

詳細はHPをチェック！
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